
栃木県建築物耐震改修促進計画（四期計画）の策定について

1

令和７年８月27日（水）
第１回栃木県建築物耐震改修促進懇談会

～三期計画の振り返り及び四期計画の概要について～
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１【計画の⽬的と位置づけ】

２【三期計画の振り返りについて】

３【四期計画の概要について】

【⽬次】

栃木県建築物耐震改修促進計画（四期計画）の策定について



１【計画の目的と位置づけ】

１ｰ１ 計画の目的と趣旨

本県では、国が策定する「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るた
めの基本的な方針」（以下「基本方針」という。）に基づき、県民の生命や
財産を保護するため「栃木県建築物耐震改修促進計画（三期計画）」（以下、
「三期計画」という。）を策定し、令和３年度から住宅・建築物の耐震化の
促進に係る施策を実施している。

今年度をもって三期計画が最終年度を迎えることから、栃木県建築物耐震
改修促進懇談会を設置し、「栃木県建築物耐震改修促進計画（四期計画）令
和８(2026)年度～令和12 (2030)年度」（以下、「四期計画」という。）の
策定に取り組む。
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１【計画の目的と位置づけ】

・⾸都直下地震緊急対策推進基本計画
・南海トラフ地震防災対策推進基本計画

建築物の耐震診断及び耐震改修の
促進を図るための基本的な⽅針

栃⽊県建築物耐震改修促進計画

市町建築物耐震改修促進計画

連携

国

県

市町

建築物の耐震改修の
促進に関する法律

（県の関連計画）
・とちぎ未来創造プラン

県⼟づくりプラン
・栃⽊県国⼟強靱化地域計画
・栃⽊県地域防災計画

栃⽊県地震減災⾏動計画
・栃⽊県住⽣活基本計画 など

（国の上位計画）
・住⽣活基本計画
・国⼟強靱化基本計画

１ｰ２ 計画の位置づけ
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・本計画は、国の基本⽅針に基づき、都道府県が策定する計画である。
・国の上位計画、県の関連計画との整合性を図る必要がある。
・耐震改修等の実施⽬標、促進策、普及啓発、市町との連携及びその他耐震改修等の促進に必要な
事項を計画内容に記載する。



１【計画の目的と位置づけ】

１ｰ３ 法律等の改正及び県計画策定の経緯

5

【法改正内容】
※１ 新耐震設計基準の導⼊
※２ 県耐震改修促進計画の策定義務化
※３ ⼀定規模以上の多数の者が利⽤する建築物等の耐震診断の実施と所管⾏政庁への結果報告の義務付け

すべての既存耐震不適格建築物の耐震化の努⼒義務
※４ ⼀定規模以上で避難路沿道にある危険なブロック塀の耐震診断の実施と所管⾏政庁への結果報告の義務付け

地震名 法改正・計画策定
昭和53年  ６月　宮城県沖地震

昭和56年　６月　  建築基準法施行令の改正　※１
平成７年  １月　阪神・淡路大震災

平成７年　12月　  建築物の耐震改修の促進に関する法律(耐震改修促進法)施行
平成16年  10月　新潟県中越地震
平成17年  ３月　福岡県西方沖地震

平成18年　１月　　耐震改修促進法の改正　※２

平成19年　１月　　栃木県建築物耐震改修促進計画の策定

平成23年　３月  東日本大震災
平成25年　11月　  耐震改修促進法の改正　※３

平成28年　３月　　栃木県建築物耐震改修促進計画（二期計画）の策定

平成 28年 ４月　熊本地震
平成 30年 ６月　大阪府北部地震

平成31年　１月　  耐震改修促進法の改正　※４

令和3年　 ３月　　栃木県建築物耐震改修促進計画（三期計画）の策定

令和６年  １月　能登半島地震



防災上重要な県有建築物 97%
99％

（100％）

県有建築物の特定天井 ー
64%
（—）

多数の者が利用する建築物 89%
93％

（95％）

耐震診断義務付け建築物 81%
90％
（—）

種類 平成27年度末
令和２年度末
（二期目標）

住宅 82%
89％

（95％）

２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ１ 県計画の概要

—

100%

耐震性が不足する建築物
をおおむね解消

令和７年度末目標

95%

6

【県計画の耐震化率目標】

【計画期間】

令和３(2021)年度から令和７(2025)年度までの５年間

【施策対象】

住宅・建築物（既存耐震不適格建築物）

※５ 多数の者が利⽤するなど⼀定の⽤途と⼀定の規模に該当する建築物
※６ 多数の者が利⽤する建築物のうち⼀定規模以上の建築物は耐震診断の実施とその報告が義務化された。
※７ 災害時の拠点となる県有建築物⼜は多くの県⺠が利⽤する建築物もしくは⽐較的利⽤者の滞在時間が⻑い建築物

※５

※６

※７



【耐震化促進のための施策】
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２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ１ 概要

○「耐震アドバイザー」とは、県民の要請に応じ、建築物の耐震診断及び耐震改修に関する技術的助言をする者
として知事が認定した者をいう。
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・県民の日イベント(県庁開催)

・栃木県フェア(イオンモール開催)

・SOMPOとちぎパーク(損保ジャパン栃木支店開催)

【パンフレット等の作成・配布】

２ｰ２ 主な取組

２【三期計画の振り返りについて】
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住宅の耐震普及ローラー作戦

住宅の耐震無料相談会

【直接的な働きかけの実施状況】

年度 参加市町数 相談件数 うち補助対象件数

Ｒ５（年１回） 13 64 55

R６（年１回） 25 108 72

合計 - 172 127

２ｰ２ 主な取組

２【三期計画の振り返りについて】

年度 参加市町数 訪問件数 うち説明を⾏った件数

R3 ー ー ー
R4 ー ー ー

R５（年2回） 25 1343 493
R６（年2回） 25 664 266

合計 25 2007 759

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止



【各種支援の実施】

ア 耐震診断、補強計画策定及び耐震改修等に対する助成

・令和５年度から耐震診断士派遣制度を開始し、耐震診断を無料化とした。

・耐震改修、耐震建替は補強計画を含めた総合支援（パッケージ）
で助成制度を創設

・耐震診断、耐震改修、耐震建替に対する助成については、県内全25市町で
創設

イ 通学路等にある危険なブロック塀の除却に対する助成

県内20市町において助成制度創設
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２ｰ２ 主な取組

２【三期計画の振り返りについて】



【多数の者が利用する建築物の耐震化】

○要緊急安全確認大規模建築物※８

・耐震改修工事
Ｒ６ ～ Ｒ７ ２棟（実績・予定含む）

・解体工事
Ｒ３ ～ Ｒ７ ４棟（実績・予定含む）

○要安全確認計画記載建築物※９ 指定（R5）

・足利市庁舎
・矢板市庁舎
・那須烏山市庁舎
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※８ 要緊急安全確認大規模建築物とは建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下、「法」という。）の平成25年の改正
法に基づき、昭和56年5月31日以前の旧耐震基準で建築された建築物のうち、不特定多数の者及び避難弱者が利用する建築
物で一定の用途・規模等に該当する建築物をいう。

※９ 要安全確認計画記載建築物とは法5条3項1号に基づき、大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保するこ
とが公益上必要な建築物をいう。

２ｰ２ 主な取組

２【三期計画の振り返りについて】



12

２ｰ３ 現状及び課題分析 ①住宅の耐震化

２【三期計画の振り返りについて】
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【旧耐震の住宅所有者におけるアンケート結果の分析】
アンケート調査名：ローラー作戦戸別訪問アンケート調査結果

Q１．訪問住宅の世帯主の年齢

30代以前

1%

40代

3%

50代

5%

60代

25%

70代以上

67%

30代以前

1.1%

40代

3.8%

50代

8.2%

60代

29.1%70代以降

57.9%

【H28〜R2年度調査】 【R5,R6年度調査】

※R3～R4年度はコロナにより取組中止

２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ①住宅の耐震化

二期計画期間中 三期計画期間中
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「経済的な支援」や「信頼できる事業者が分からない」等の不安に対する意見が

多数ある。

２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ①住宅の耐震化

【旧耐震の住宅所有者におけるアンケート結果の分析】
アンケート調査名：Ｒ５～Ｒ６耐震診断士派遣制度に係る完了報告時アンケート調査

Q１．耐震化に向け行政に行ってほしいこと

経済的な支援
63％耐震改修工事の

事例紹介 15％

特に
ない
5％

耐震改修
費用の事例紹介
3％

耐震改修セミナー
の開催 2％

その他 1％

信頼できる耐震改修
事業者の紹介 11％



【旧耐震の住宅所有者におけるアンケート結果の分析】
アンケート調査名：Ｒ５～Ｒ６耐震診断士派遣制度に係る完了報告時アンケート調査
Q２．耐震性がない場合、耐震改修を行いますか
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【Q2回答．(様々な問題により難しいと思う)内訳】

２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ①住宅の耐震化

「改修費用が高く負担できない」や「改修内容や価格が適正かどうか判断できな
い」等の不安に対する意見が多数ある。
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２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ①住宅の耐震化

【住宅の耐震化の状況】

・三期計画での住宅の耐震化率９５％の目標達成は難しい状況

・耐震改修等に対する関心は高まったが、耐震化に踏み切れない方が多数いる。

・耐震化に踏み切れない所有者の多くは、耐震化に対する不安を抱えている。
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２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ②多数の者が利用する建築物の耐震化

【多数の者が利用する建築物、要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の状況】

・多数の者が利用する建築物、要緊急安全確認大規模建築物ともに三期計画で
の「耐震性が不十分な建築物をおおむね解消」の目標達成は難しい状況

・耐震性が不十分な建築物のうち、ホテル・旅館等は大規模地震による被害が
甚大となることが懸念されており、耐震化が喫緊の課題

【緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の状況】

・地震発生時に重要な路線となる第１次、第２次緊急輸送道路について、沿道
建築物の倒壊による道路の閉塞を防ぐため、耐震診断促進路線として指定

（努力義務）したが、沿道建築物の実態把握まで至らなかった

《参考》
緊急輸送道路等の避難路沿道建築物は、倒壊によって住民の避難や緊急車両の通行に支障をきたすこ

ととなるため耐震化が急務となっており、国土強靱化基本計画や国の基本方針でも耐震化の促進が指摘
されている。
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【県有建築物における耐震化の状況】

〇防災上重要な県有建築物の耐震化

県有建築物の耐震化はおおむね完了したが、数棟の建築物が耐震化されて
いない。

〇県有建築物の特定天井の耐震化

・令和６年度耐震化（改修、除却）完了
耐震化率 １００％（25棟／25棟）

【令和6年度】
・子ども総合科学館
・栃木県体育館 プール
・栃木県体育館 武道場

２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ③県有建築物の耐震化
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【危険なブロック塀等の安全対策の状況】

・令和６年度末までに県内全市町において通学路等にあるブロック塀等の実態
把握を実施

２【三期計画の振り返りについて】

２ｰ３ 現状及び課題分析 ④危険なブロック塀等の安全対策

№ 市町名 除却補助あり № 市町名 除却補助あり № 市町名 除却補助あり

1 宇都宮市 ○ 10 ⽮板市 ○ 19 芳賀町 ー
2 ⾜利市 ○ 11 那須塩原市 ○ 20 壬⽣町 ○
3 栃⽊市 ○ 12 さくら市 ○ 21 野⽊町 ○
4 佐野市 ○ 13 那須烏⼭市 ー 22 塩⾕町 ○
5 ⿅沼市 ○ 14 下野市 ○ 23 ⾼根沢町 ー
6 ⽇光市 ○ 15 上三川町 ○ 24 那須町 ○
7 ⼩⼭市 ○ 16 益⼦町 ー 25 那珂川町 ー
8 真岡市 ○ 17 茂⽊町 ○
9 ⼤⽥原市 ○ 18 市⾙町 ○

ブロック塀等の除却助成制度の創設状況（R7年度時点）
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ア 所有者は「信頼できる事業者が分からない」等の耐震化に対する不安がある。

イ 所有者は限られた収入から耐震化の費用を捻出することが困難である。

２ｰ５ 分析からみえた四期計画への課題

２【三期計画の振り返りについて】

① 住宅の耐震化
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２ｰ５ 分析からみえた四期計画への課題

ア 多数の者が利用する建築物について、所有者に対する耐震化の働きかけを十分
に実施できなかった。

イ 要緊急安全確認大規模建築物について、所有者変更により耐震化の方針が変
わったことや所有者の資金力不足等により耐震化が実施できなかった。

ウ 建築物が倒壊した場合にその敷地に接する道路の通行が妨げられ、多数の者の
円滑な避難を困難とするおそれがあるが、県内の第１次、第２次緊急輸送道路
沿道建築物の実態把握をしていない。

２【三期計画の振り返りについて】

② 多数の者が利用する建築物の耐震化
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２ｰ５ 分析からみえた四期計画への課題

ア 防災上重要な公共建築物のうち、県有建築物の耐震化はおおむね完了したが、
市町が所有する建築物は耐震化が伸び悩んでいる。

２【三期計画の振り返りについて】

③ 防災上重要な公共建築物の耐震化

ア 県内全域にある危険なブロック塀等に対し、安全対策の確保を図る必要がある。

④ ブロック塀の安全対策
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３ｰ１ 国の基本方針の見直し

３【四期計画の概要について】
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３ｰ２ 基本的な取組(案）

３【四期計画の概要について】

四期計画では、国の基本⽅針の改正や三期計画で⾒えた課題を受け、
以下の２つを強化する。

① 民間住宅の耐震化の強化

② 防災力の強化



25

①住宅の耐震化

・ 事業者登録制度 ２ｰ５ ① ア

事業者登録制度により所有者と事業者のマッチング環境の形成に向けた

取組みを行う。

・ 各種補助制度 ２ｰ５ ① イ

耐震化に係る費用負担を軽減するため、助成による支援などに取り組む。

３ｰ３ 基本的な取組(案) ① 民間住宅の耐震化の強化

３【四期計画の概要について】
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③防災上重要な公共建築物の耐震化

・ 防災上重要な公共建築物 ２ｰ５ ③ ア

防災上重要な公共建築物の耐震診断義務付けの指定をしていく。

３ｰ３ 基本的な取組(案) ② 防災力の強化

３【四期計画の概要について】

②多数の者が利用する建築物の耐震化

・ 要緊急安全確認大規模建築物 ２ｰ５ ② ア、イ

国や市町と連携し、補強計画策定や耐震改修等に対する助成を行うと
ともに必要な指導や助言を行う。

・ 緊急輸送道路沿道建築物 ２ｰ５ ② ア、ウ

実態把握をするとともに、耐震診断義務付けの検討をしていく。
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④ブロック塀等の安全確保

・ ブロック塀等の安全対策における周知 ２ｰ５ ④ ア

ブロック塀等の実態把握結果をもとに所有者等に対し、
危険なブロック塀等の安全対策の周知を行う。

３ｰ３ 基本的な取組(案) ② 防災力の強化

３【四期計画の概要について】


